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水俣病第一次訴訟











１９５６年５月１日の水俣病の公式
確認後，熊本大学の調査・研究等
により，１９５９年１１月には有機水
銀が水俣病の原因であることが判
明し，チッソ水俣工場の排水が汚
染源であることが明らかになった。



しかし，チッソはこれを強く否定し，チ
ッソ附属病院の猫実験で猫が発病し
たのにこれを隠ぺいし，旧軍隊が水
俣湾に投棄した爆薬が原因である等
の主張をし，水俣病患者の窮乏に乗
じ死者でも３０万円で済ます見舞金契
約を１９５９年１２月３０日に締結する。



チッソは，その後もメチル水銀
を含む工場排水を，１９６８年
５月まで垂れ流し続けた。



チッソの排水停止を待っていたか
のように政府は，１９６８年９月，
チッソ水俣工場の排水に含まれ
ていたメチル水銀化合物が水俣
病の原因であるとの公害認定を
行った。



この公害認定と各地の公害裁判
に励まされた水俣病被害者団体
は，改めてチッソと補償交渉を行
った。

しかし，チッソは，第三者機関によ
る補償額の基準設定を主張して譲
らなかった。



水俣病被害者団体は，もはや訴
訟で解決するしかないと考える訴
訟派と，厚生省に一任する一任派
に分裂することなる。

少数であった訴訟派がチッソを被
告として１９６９年６月に起こしたの
が水俣病第一次訴訟



熊本地裁は，１９７３年３月２０日，
証人尋問の結果等に基づき，チッ
ソの過失を認め，見舞金契約は公
序良俗に反し無効であるとし，原
告の請求をほぼ認容する原告全
面勝訴の判決を言い渡した。



裁判をしていない他団体も含め，チッ
ソとの「補償協定」が成立した。この「補
償協定」は，水俣病第一次訴訟判決が
認めた賠償額の他，終身特別調整手
当，医療手当，介護費などを給付する
ものだったが，対象者を行政が認定し
た者に限定する内容だった。



以後は，環境庁（当時）が認定基
準を定め，認定審査会が患者と
判断した者に対し，補償協定に
基づく補償が行われるシステム
ができあがる。



１９７１年の環境庁事務次官通知で
は，曝露条件を満たせば感覚障害の
一症状でも認定される認定基準だっ
たが，チッソの補償費負担増等を背
景に，１９７７年，環境庁保健部長通
知として新たな認定基準（いわゆる
昭和５２年判断条件）が示される。



この基準では，複数の症状がある
ことが条件とされ，以後は認定が
激減することになる。

それ以降，水俣病患者は，この「
昭和５２年判断条件」の不当性を
訴え裁判で闘うことになる。





水俣病第二次訴訟



水俣病第二次訴訟は，水俣病被
害者の会に属する未認定患者が
昭和５２年判断条件を主な争点と
し，チッソを被告として，１９７３年
１月に起こした損害賠償請求訴訟
である。



その控訴審である福岡高裁判決は，
１９８５年８月１６日，未認定の原告ら
を水俣病患者と認め，チッソに対し賠
償を命じた。

この福岡高裁判決は，行政認定基準
を明確に批判したが，環境庁は，「行
政は司法とは異なる」として，昭和５２
年判断条件を改めることはなかった。



水俣病第三次訴訟



水俣病被害者の会は，国の「大量
切り捨て政策」を改めさせるため
には，国賠訴訟を提起する他ない
として，国及び熊本県も被告とす
る水俣病第三次訴訟を１９８０年５
月に提起する。



１９８７年３月３０日，水俣病の裁
判史上はじめて国及び熊本県の
国賠責任を肯定する熊本地裁判
決（相良判決）が言い渡された。



しかし，被告らは控訴し，裁判は
長期化した。原告らの「生きている
うちに救済を」との願いを受け止め
た各地の裁判所は，和解を勧告し
たが，国は一切応じなかった。





国は，世論の高まりを受け，１９９
５年に解決策を示す。これにより，
水俣病第三次訴訟の原告だけで
なく，約１万人の水俣病患者が補
償を受けるに至った。



水俣病関西訴訟最高裁判決と認
定申請者の急増



水俣病関西訴訟・最高裁判決
（平成１６年１０月１５日）
・ 国，熊本県の責任を認めた。
・ メチル水銀曝露の事実があれ
ば，感覚障害一つでも水俣病と認
めた。

 



•水俣病関西訴訟最高裁判決（０
４年１０月）後，認定申請者が急
増。

２００５年９月 ３０００人突破

２００６年６月 ４０００人突破



水俣病関西訴訟最高裁判決後
も国は抜本的な解決策を示さな
かった。



ノーモア・ミナマタ
第１次国賠等訴訟



２００５年１０月３日，水俣病不知
火患者会が母体となり，５０人がチ
ッソ，国及び熊本県に対し，損害
賠償を求める訴訟を熊本地裁に
起こした。





水俣病のような悲惨な公害を
２度と引き起こしてはならない
との決意を込めて、ノーモア・
ミナマタ訴訟と名付けた。



ノーモア・ミナマタ訴訟は、司
法制度を活用して、大量・迅
速な被害者救済の実現を目
指した。



国を和解のテーブルに着か
せること自体がたいへん困
難な課題



訴訟において原告側医師団の診断
の正しさを徹底して証明し、大量提
訴により解決を国に迫り、裁判所の
和解勧告という決断を引き出し、協
議を経て基本合意を行い、和解を
実現するという構想



ノーモア・ミナマタ訴訟原告団
及び弁護団は、幅広い世論の
支持の獲得、大量提訴、医師
団の診断の正しさの証明を戦
略の柱に据えた。



「水俣病問題は解決済み」と
いう世論を変えるため、水俣
市から北海道まで日本列島
縦断キャラバンを約２ヶ月に
わたって行った。



医師団の協力のもと被害者の掘り
起こしを行い、約１，０００人の住民
が受診した不知火海大検診も実現
した。

熊本地裁、大阪地裁、東京地裁へ
次々に追加提訴を行い、約３，０００
名という大原告団を組織できた。



２００６年（平成１８）年１月、原田正
純医師、藤野糺医師、髙岡滋医師
が中心となり、確実・迅速な診断の
ための「共通診断書」を提案した。
それまでの研究成果と裁判例に基
づき、大量・迅速な被害者救済を図
る目的で、作成されたもの



弁護団は、医師団の共通診断
書による診断の正しさを立証す
ることを、訴訟活動の最大の目
標に掲げ、主張を展開し、髙岡
滋医師の７回にわたる証人尋問
で、大きな成果を得た。



与党ＰＴは、非公式にチッソと交渉
を重ねていたが、２００８（平成２０）
年１２月になって、チッソの分社化
を容認するに至った。

その結果、チッソは与党ＰＴ解決案
を受け入れることを表明した。



そして、２００９（平成２１）年
３月になって与党は、チッソ
の分社化を容認する特別措
置法案を国会に提出した。



ノーモア・ミナマタ訴訟原告団及び弁
護団は、与党提出の法案は、被害者
救済とは名ばかりで加害企業である
チッソを救済する法案であるから成立
させるべきではないとして、約６０名で
２週間にわたって国会前で座り込むと
ともに、国会議員に要請を行った。



ノーモア・ミナマタ訴訟原告団
及び弁護団は、被告国らは速
やかに裁判所での解決のテー
ブルに着くべきことを訴訟の内
外で強く求めた。



その結果、同年８月の政権交
代後に就任した田島一成環境
副大臣は、同年１０月３１日、
訴訟上の和解協議に向けた事
前協議を行う方針を表明した。



２０１０（平成２２）年１月２２日、
熊本地裁（高橋亮介裁判長）
は、すべての当事者に対し和
解勧告を行いました。そして、
同日、第１回の和解協議が行
われた。



その後、熊本地裁は、４回の
和解協議を経て、同年３月１
５日、和解所見を示した。



鳩山由紀夫首相（当時）は、同月
１９日和解所見受け入れを表明し
た。

ノーモア・ミナマタ訴訟原告団は、
同月２８日の総会において、和解
所見受け入れを決めた。



こうして、２０１０（平成２２）
年３月２９日、熊本地裁にお
いて基本合意が成立した。



そして、ついに熊本地裁、大阪地
裁、東京地裁で、相次いで翌年３
月２８日までに、水俣病裁判史上
はじめて国も加わった和解が成
立し、５年半にわたる裁判はすべ
て終了した。



この和解の成果としては、

①四肢末梢性のみならず全身性の感覚障
害などを救済対象として救済要件を拡大し
たこと

②救済要件の判定機関として被害者側・加
害者側の医師を同数含む「第三者委員会」
方式を実現したこと

③医師団による共通診断書を公的診断と
対等の判断資料とさせたこと



④その結果として、原告団の９割を超える
救済率での大量救済を５年半で勝ち取った
こと

⑤天草をはじめ従来「対象地域外」とされて
きた地域でも、対象地域の拡大や立証の努
力によって相当の救済率を実現したこと

⑥水俣病の闘いの歴史上初めて１９６９（昭
和４４）年以降の出生者からも救済対象者
を出したこと



原告以外の多くの未認定患者が
水俣病特措法に基づく申請を行
い，熊本県，鹿児島県の両県で
約３万人が一時金等対象者とな
った。



水俣病特措法は，「あたう限り全て
の水俣病被害者の救済」を目的と
しているが，環境省は，被害者団
体の強い反対を押し切って，２０１
２年７月末で受付を締め切った。



また，環境省が定めた「対象地域
外」の者の申請に対し入手困難な
資料を求めこれが提出できない者
は検診すら受けられないという問
題等が発生した。





ノーモア・ミナマタ
第２次国賠等訴訟



このため，水俣病不知火患者会
が母体となり，２０１３年６月２０
日，４８名が熊本地裁に提訴し
た。





ノーモア・ミナマタ第２次国賠等訴
訟の原告の多くは，環境省が対
象地域外とする地域の住民であ
り，地域や年代による差別，診断
のあり方等が主な争点。



熊本地裁の原告数は約１４００
名である。同様の訴訟は，東京
地裁，大阪地裁，新潟地裁にも
起こされている。



ノーモア・ミナマタ第２次
国賠等近畿訴訟

２０２３（令和５）年９月２
７日大阪地裁判決



原告１２８人全員を水俣病
と認め，チッソ，国，熊本
県に対し総額３億５２００
万円の賠償を命じた。



ノーモア・ミナマタ第２次
国賠等訴訟熊本地裁

２０２４（令和６）年３月２
２日判決



原告１４４人中２５人を水
俣病と認めたが，除斥期
間の経過を理由に請求
を棄却した。



ノーモア・ミナマタ第２次
国賠等新潟訴訟

２０２４（令和６）年４月１
８日新潟地裁判決



原告４７人中２６人を水俣
病と認め，レゾナックに対
し，総額１億４００万円の
賠償を命じた。



被害の発生・拡大を防止する対
策が極めて不十分だったために
被害が拡大し，かつ被害の実態
調査が不十分であったために行
政認定基準が被害の実態から乖
離していたことが未解決の最大
の理由



水俣病関西訴訟最高裁判決後，
当時の潮谷義子熊本県知事は，
不知火海沿岸住民の広範な健
康調査の実施を環境省に要請し
たが，環境省は応じなかった。



司法は、水俣病被害者救済に重
要な役割を果たしてきた。

裁判所が、多数の者を、被害の実
態にあった判断基準により、和解
手続を活用して、早期に救済する
司法救済制度が必要



水俣病の全面解決のためには，
広範な健康調査の実施が必要
であり，司法救済制度によって
救済を図るべき
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